
別紙様式２

整理番号 １

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２１年度～平成２５年度

事業実施地区名 南伊勢森林計画区(みなみいせ) 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （三重県） 三重森林管理署

事業の概要・目的 南伊勢森林計画区は、三重県の中央部に位置し、国有林野７，２８３haを対象

としている。

機能類型別には、水土保全林５，７１６ha(78%）、森林と人との共生林

１，５２１ha(21%)、資源の循環利用林４６ha(1%)となっている。

当計画区では、林産物の供給や地域振興への寄与はもとより、国土保全や水源

かん養の公益的機能の発揮のみならず、地球温暖化防止、生物多様性の保全、森

林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加の森づくりなど多様化している

地域からの要請に応えていく必要がある。

本事業は、これらを踏まえた上で、上記区分に応じた適切な森林整備を行うこ

とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ５（ｈａ）

保育面積 ３１５（ｈａ）

路網整備 開設延長 ０．９（ｋｍ）

改良延長 ４６．５（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２３３，７０１千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ８７６，５６６千円

山地保全便益 ３４７，３２９千円

環境保全便益 ９４，８７６千円

木材生産便益 ５１７，１９０千円

森林整備経費縮減等便益 ７８，７６１千円

計 １，９１４，７２２千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ８．１９

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるための事業であり、事業の必要性は認められ

る。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容で、地域の特性を踏ま

えた計画的な森林整備により、森林の有する機能の発揮が十分図られ

ることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



別紙様式２

整理番号 ２

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２１年度～平成２５年度

事業実施地区名 揖保川森林計画区(いぼがわ) 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （兵庫県） 兵庫森林管理署

事業の概要・目的 揖保川森林計画区は、兵庫県の西部に位置し、１４，６８１haの国有林野を対

象としている。

機能類型別には水土保全林１１，３７９ha(78%)、森林と人との共生林

２，８５９ ha(19%)、資源の循環利用林４４３ha(3%)となっている。

当計画区では、林産物の供給や地域振興への寄与はもとより、国土保全や水源

かん養の公益的機能の発揮のみならず、地球温暖化防止、生物多様性の保全、森

林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加の森づくりなど多様化している

地域からの要請に応えていく必要がある。

本事業は、これらを踏まえた上で、上記区分に応じた適切な森林整備を行うこ

とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 １３１（ｈａ）

保育面積 ２，７２９（ｈａ）

路網整備 開設延長 ４．６（ｋｍ）

改良延長 ２．２（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ９７４，２１５千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ４，７２４，１４５千円

山地保全便益 ２，４８４，７４３千円

環境保全便益 ７０１，５７１千円

木材生産便益 ８０５，９０９千円

森林整備経費縮減等便益 ２５５，６１０千円

計 ８，９７１，９７８千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ９．２１

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるための事業であり、事業の必要性は認められ

る。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容で、地域の特性を踏ま

えた計画的な森林整備により、森林の有する機能の発揮が十分図られ

ることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



別紙様式２

整理番号 ３

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２１年度～平成２５年度

事業実施地区名 吉野森林計画区(よしの) 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （奈良県） 奈良森林管理事務所

事業の概要・目的 吉野森林計画区は、奈良県の中部に位置し、国有林野２，０７２haを対象とし

ている。

機能類型別には水土保全林１，４５１ha(70%)、森林と人との共生林４７３ha

(23%)、資源の循環利用林１４８ha(7%)となっている。

当計画区では、林産物の供給や地域振興への寄与はもとより、国土保全や水源

かん養の公益的機能の発揮のみならず、地球温暖化防止、生物多様性の保全、森

林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加の森づくりなど多様化している

地域からの要請に応えていく必要がある。

本事業は、これらを踏まえた上で、上記区分に応じた適切な森林整備を行うこ

とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 １（ｈａ）

保育面積 １１８（ｈａ）

路網整備 開設延長 （ｋｍ）

改良延長 ０．１（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４９，９２５千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２８６，１８９千円

山地保全便益 １５７，５５５千円

環境保全便益 ４０，２３３千円

木材生産便益 ２８，１４０千円

森林整備経費縮減等便益 １０７，７４５千円

計 ６１９，８６２千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １２．４２

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるための事業であり、事業の必要性は認められ

る。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容で、地域の特性を踏ま

えた計画的な森林整備により、森林の有する機能の発揮が十分図られ

ることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



別紙様式２

整理番号 ４

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２１年度～平成２５年度

事業実施地区名 紀南森林計画区(きなん) 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （和歌山県） 和歌山森林管理署

事業の概要・目的 紀南森林計画区は、和歌山県の南部に位置し、１０，９１２haの国有林野を対

象としている。

機能類型別には水土保全林８，２９５ha(76%)、森林と人との共生林

１，９２５ha(18%)、資源の循環利用林６９２ha(6%)となっている。

当計画区では、林産物の供給や地域振興への寄与はもとより、国土保全や水源

かん養の公益的機能の発揮のみならず、地球温暖化防止、生物多様性の保全、森

林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加の森づくりなど多様化している

地域からの要請に応えていく必要がある。

本事業は、これらを踏まえた上で、上記区分に応じた適切な森林整備を行うこ

とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ５７（ｈａ）

保育面積 １，４５７（ｈａ）

路網整備 開設延長 １．５（ｋｍ）

改良延長 １．１（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ５８７，１９０千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ４，９１７，１７３千円

山地保全便益 １，４５３，７１１千円

環境保全便益 ３９６，６６０千円

木材生産便益 ４７４，６４３千円

森林整備経費縮減等便益 ８１，００７千円

計 ７，３２３，１９４千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １２．４７

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるための事業であり、事業の必要性は認められ

る。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容で、地域の特性を踏ま

えた計画的な森林整備により、森林の有する機能の発揮が十分図られ

ることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



別紙様式２

整理番号 ５

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２１年度～平成２５年度

事業実施地区名 天神川森林計画区(てんじんがわ) 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （鳥取県） 鳥取森林管理署

事業の概要・目的 天神川森林計画区は鳥取県の中部に位置し、８，９２５haの国有林野を対象と

している。

機能類型別には水土保全林６，２４７ha(70%)、森林と人との共生林

２，５０６ha(28%)、資源の循環利用林１７２ha(2%)となっている。

当計画区では、林産物の供給や地域振興への寄与はもとより、国土保全や水源

かん養の公益的機能の発揮のみならず、地球温暖化防止、生物多様性の保全、森

林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加の森づくりなど多様化している

地域からの要請に応えていく必要がある。

本事業は、これらを踏まえた上で、上記区分に応じた適切な森林整備を行うこ

とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ４（ｈａ）

保育面積 ６８５（ｈａ）

路網整備 開設延長 ５．５（ｋｍ）

改良延長 ０．１（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３８４，８９８千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １，７７０，９７３千円

山地保全便益 ８９４，２３４千円

環境保全便益 ２１２，３５０千円

木材生産便益 ４１６，５１２千円

森林整備経費縮減等便益 ２０８，３９３千円

計 ３，５０２，４６２千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ９．１０

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるための事業であり、事業の必要性は認められ

る。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容で、地域の特性を踏ま

えた計画的な森林整備により、森林の有する機能の発揮が十分図られ

ることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



別紙様式２

整理番号 ６

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２１年度～平成２５年度

事業実施地区名 高津川森林計画区(たかつがわ) 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （島根県） 島根森林管理署

事業の概要・目的 高津川森林計画区は、島根県の西部に位置し、１２，６１５haの国有林野を対

象としている。

機能類型別には水土保全林１０，６９２ha(85%)、森林と人との共生林９７８h

a(8%)、資源の循環利用林９４５ha(7%)となっている。

当計画区では、林産物の供給や地域振興への寄与はもとより、国土保全や水源

かん養の公益的機能の発揮のみならず、地球温暖化防止、生物多様性の保全、森

林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加の森づくりなど多様化している

地域からの要請に応えていく必要がある。

本事業は、これらを踏まえた上で、上記区分に応じた適切な森林整備を行うこ

とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 １６（ｈａ）

保育面積 １，９１６（ｈａ）

路網整備 開設延長 １．０（ｋｍ）

改良延長 （ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ５１６，５９８千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ５，２２０，８０９千円

山地保全便益 ２，３８７，１２３千円

環境保全便益 ５７２，８４４千円

木材生産便益 ２７２，６０７千円

森林整備経費縮減等便益 ２８，０３７千円

計 ８，４８１，４２０千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １６．４２

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるための事業であり、事業の必要性は認められ

る。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容で、地域の特性を踏ま

えた計画的な森林整備により、森林の有する機能の発揮が十分図られ

ることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



別紙様式２

整理番号 ７

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２１年度～平成２５年度

事業実施地区名 旭川森林計画区(あさひかわ) 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （岡山県） 岡山森林管理署

事業の概要・目的 旭川森林計画区は、岡山県の中部に位置し、９，９４３haの国有林野を対象と

している。

機能類型別には水土保全林７，１６１ha(72%)、森林と人との共生林

２，４６８ha(25%)、資源の循環利用林３１４ha(3%)となっている。

当計画区では、林産物の供給や地域振興への寄与はもとより、国土保全や水源

かん養の公益的機能の発揮のみならず、地球温暖化防止、生物多様性の保全、森

林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加の森づくりなど多様化している

地域からの要請に応えていく必要がある。

本事業は、これらを踏まえた上で、上記区分に応じた適切な森林整備を行うこ

とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ８６（ｈａ）

保育面積 １，６１３（ｈａ）

路網整備 開設延長 ４．６（ｋｍ）

改良延長 ０．１（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ６６０，３２７千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，４７４，０７４千円

山地保全便益 １，５０７，０２４千円

環境保全便益 ４４４，３５９千円

木材生産便益 ５１６，７８０千円

森林整備経費縮減等便益 １５２，０５６千円

計 ５，０９４，２９３千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．７１

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるための事業であり、事業の必要性は認められ

る。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容で、地域の特性を踏ま

えた計画的な森林整備により、森林の有する機能の発揮が十分図られ

ることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



別紙様式２

整理番号 ８

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２１年度～平成２５年度

事業実施地区名 太田川森林計画区(おおたがわ) 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 太田川森林計画区は、広島県の西部に位置し、１３，９９２haの国有林野を対

象としている。

機能類型別には水土保全林７，４５２ha(53%)、森林と人との共生林

６，２４２ha(45%)、資源の循環利用林２９８ha(2%)となっている。

当計画区では、林産物の供給や地域振興への寄与はもとより、国土保全や水源

かん養の公益的機能の発揮のみならず、地球温暖化防止、生物多様性の保全、森

林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加の森づくりなど多様化している

地域からの要請に応えていく必要がある。

本事業は、これらを踏まえた上で、上記区分に応じた適切な森林整備を行うこ

とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ６（ｈａ）

保育面積 １，１６６（ｈａ）

路網整備 開設延長 ０．６（ｋｍ）

改良延長 ４５．８（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２７７，４３７千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３，０９０，０１４千円

山地保全便益 １，５９９，４０７千円

環境保全便益 ３７９，３９４千円

木材生産便益 ３２２，１３８千円

森林整備経費縮減等便益 ５２，０４８千円

計 ５，４４３，００１千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １９．６２

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるための事業であり、事業の必要性は認められ

る。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容で、地域の特性を踏ま

えた計画的な森林整備により、森林の有する機能の発揮が十分図られ

ることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



別紙様式２

整理番号 ９

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２１年度～平成２５年度

事業実施地区名 豊田森林計画区(とよだ) 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （山口県） 山口森林管理事務所

事業の概要・目的 豊田森林計画区は、山口県の西部に位置し、２３６haの国有林野を対象として

いる。

機能類型別には水土保全林２２７ha(96%)、資源の循環利用林９ha(4%)となっ

ている。

当計画区では、林産物の供給や地域振興への寄与はもとより、国土保全や水源

かん養の公益的機能の発揮のみならず、地球温暖化防止、生物多様性の保全、森

林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加の森づくりなど多様化している

地域からの要請に応えていく必要がある。

本事業は、これらを踏まえた上で、上記区分に応じた適切な森林整備を行うこ

とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 （ｈａ）

保育面積 ２４（ｈａ）

路網整備 開設延長 （ｋｍ）

改良延長 （ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４，５８８千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ６９，２８９千円

山地保全便益 ３４，９１２千円

環境保全便益 ９，１８６千円

木材生産便益 ５，１１７千円

森林整備経費縮減等便益 千円

計 １１８，５０４千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２５．８３

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるための事業であり、事業の必要性は認められ

る。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容で、地域の特性を踏ま

えた計画的な森林整備により、森林の有する機能の発揮が十分図られ

ることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。




